
9．緊急経済対飼篭

平成4年3月　31日

経済対策閣僚会議

我が国経済は現在、労働力需給は引締まり基調で推移しており、住宅建設は下げ止まり

の動きがみられる一方∴設備痩資は製造琴を中心に伸びか鈍化し、個人消費は雇用者所得

の伸びに支えられて基調として堅調に推移しているものの、このところ伸びが鈍化してい

る。こうした中で、在庫調整と鉱工業生産の停滞が生じている。企業収益はなお比較的高

い水準にあるものの減少しており、企業の業況判断には、時速感が広まっている。

以上のような調整過程にある我が国経済の政策課題は、一こうした網藍が企業家等の心理
、

を大きく冷え込ませ、国民経済に悪影響を及ぼすことがないよう適切に対応することであ

る。

－このため、．引き続き適功な財政・金融政策の運営を図ることとする。こうした観点から、

読気に配慮して平成4年度予算等で大幅な伸びを確保してい．る臥地方の公共事業等につ

いて予算成立後の施行に当たっても促進を図ることとする。ま′た∴公益的色彩を持つ民間
l

企業の投資の円滑な実施を要請する。加えて、労働力不足と労働時間短縮に対応した省力

化投資を促進し、生活大国の実現に即した個人消費の多様化や」住宅投翠の促進を図るこ

ととする。さらに、中小企業対策へのきめ細かな支援措置牽充実し、証券取引制度改革や

社債市場の活性化等資金珂遵環境の整備に努める。

政府としては、このような方針の下に、下記のような緊急経済対策を請じること与する。

こうした経済通軍は、現在調整過程樗ある我が国経済を内需を中心とするインフレなき持

続可能な成長経路へ面酌こ移行させるものであり、これがまた、国民生活の充実につなが

るとともに、ひいては、世界経済の安定的発展にも資するものと期待される。、

書己

I．公共事業等の施行促進

1．平成4年度予算額立後の公共事業等については、労務、資材等の面で支障を生じないよ
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う十分配慮しっつ、上半期における契約済額の割合が全体として7．5％を上回ることを目

途として、施行の促進を図る。

公共事業の配分に当たっては、各地域の経済情勢、社会資本の整備状況等を勘案して適

切に行うものとする。

2．地方公共団体においても、上記の措置に準じて地方単独事業を含め事業の円滑な施行を

図るよう要請する。

Ⅱ．民間設備投資の促進

以下の事業について、次のような設備投資の円滑な実施を行うよう要請する。

1．電力事業については、電源開発及び送配電線等流通設備の整億に最大限取り組むため、
－＼、

当初計画に約3000億円上乗せした約4兆－6000億円の設備投資を計画しており、そ
l

の円滑な実施を図るとともに」特に、平成4年度下半期に予定されている発注のうち、1

兆円程度を上半期に繰り上げるよう要請する。

ガス事業についても、供給力向上の観点から設備投資の円滑な実施を図るとともに、平

成4年度上半期に繰り上げ発注に努力するよう要請する。

2．NTT、KDDをはじめとする第一種電気通信事業者の設備投資について、設備投資の

前倒し及び設備投資額の上積みにより、上半期の設備投資額の900億円程度の増額（こ

れによって上半期は合計1兆2900億円程度）に努力するよう要請する。

Ⅲ．省力化投資の促進

労働力不足に対応しつつ民間設備投資の促進を図るため、労働時間の短縮に資する等の

省力化設備投蜜を行う事業者等に対する融資制度を日本開発銀行及び北海道東北開発公庫

に創設する。
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労働力の碓保が困難である中小企業の省力化投資については、国と都道府県等との協力

により運営されている中小企業人手不足対策緊急貸付（中小企業体質強化資金助成制度）

の金利引下げを図る。

また、国民金融公庫、中小企業金融公庫等の労働環境整備貸付制度にういて、その貸付

対象の拡大を行うとともに、制度の周知徹底等のため各都道府県毎に、都道府県、労働基

準局、通商産業局、公庫、関係中小企業団体等をメンバーとする連絡協議会（仮称）を開

催すること等により、制度の利用促進を図る。

こうした中小企業向け低利融資制度に抑え、労働力不足対応設備リース事業（中小企業

事業団）の積極的活用を図る。

●
Ⅳ．個人消費、住宅投資等の促進

1．労働時間の短縮

次のよう．な労働時間短縮の施策を実施する。

（1）国家公務員の完全週休二日制については、「一般職の職員の給与等に関する法律及び

行政機関の休日に関する法律の一部を改正する法律」等の成立を受けて、平成4年5月

を目途に実施する。

また、地方公共団体における完全週休二日制についても、「地方自治法の一部を改正

する法律」の成立を受けて、出来る限り国との均衡をとりつつ導入ができるよ

な条件整備に努めるよう地方公共団体に対して要請する。

（2）現在、国会に提出中の丁労働時間の短縮の促進に関する臨時措置法案」の成立を受け

て、労使が労働時間短蹄を進めやすくするような環境整備を図るため、労働時間垣締推

進計画の策定等を行う。

2．電話料金の引下げ

国内遠距離電話料金につい七、利用者の負担の軽減を図るため、長距離系の新規参入第

・一種電気通信事業者の料金引下げを4月中に実施するよう努める。

3．住宅投資の促進
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（1）持家取得の促進を図るため、’住宅金融公庫等の融資に？いて、平成4年度予算により、
、

次のような融資制度の拡充をし、その積極的活用を図る。

①個人住宅等について貸付限度額の引上げ（20～30方円引上げ）

（診特別割増貸付額の引上げ（100万円引上げ）

③東京圏における分譲共同住宅の購入に対する特別加算額の引上げ（100万円引上げ）

（2）住宅金融公庫等の貸付の促進を図るため、個人建設住宅等の申込期間の拡大及び高層

住宅、建売住宅の年度上期の常時受付けを実施する。

（3）公共賃貸住宅の建替えを促進するため、r公共賃貸住宅建替10箇年戦略」の早期策

定を図る。

（4）住宅リフォームを促進するため、住宅金融公庫等の住宅改良融資（住宅の増改築、キ

ッチンシステム等の取替・新設工事等への融資）の積極的活用を図るとともに、増改築

等リフォームに係る相談体制の充実・強化、地方公共団体との連携によるリフォームに

重点を置いた住宅フェア等の開催を推進する。

4．駐車場整備の促進

川　駐車場整備のマスタープランとなる駐車場法に基づく駐車場整備計画につき、市町村

における策定の促進を図る。・

（2）駐車場整備地区等において地権者が共同して駐車場を整備する畢同駐車場整廟促進事

業、交通安全施設等整備事業等の駐車場と共同で整備する民間駐車場事業等の積極的発

掘を図り、総合的な駐車場整備の促進を図る。また、道路開発資金等による低利融資制

度の積極的活用を図る。

（3）共同住軍等の車庫整備を促進するため、住宅金融公庫等の融資の割増貸付（駐車台数

が全戸分設置された集合住宅団地に対し1戸当たり100万円）や住宅改良融資の積極

的活用を図る。

Ⅴ．中小企業対策

1．中小企業金融対策

（1）政府関係金融機関、信用保証協会に対し、中小企業者の実情に応じたきめ細かい貸付
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及び保証等の運営を行うよう．指導するとともに、・民間金融機関についても、中小企業金

融の円滑化に痘慮するよう要請する。

（2）労働力の確保が困難である中小企業の省力化投資については、、国と都道府県等との協

力により運営されている中小益業人手不足対策緊急貸付（中小企尭体質強化資金助成制

度）の金利引下げを図る。

また、国民金融公庫、中小企業金融迩摩等の労働環境整備貸付制度について、その貸

付対象の拡大を行うとともに、制度の周知徹底等のため各都道府県毎に、都道府県、労

働基準局、通商産業局、公庫、関係中小企業団体等をメ．ンバTとする連絡協議会（仮称）

を開催すること等により、制度の利用促進を図る。

こうした中小企業向け低利融資制度に加え、労働力不足対応設備リース事業（中小企ヽ

業事業団）の積極的活用1を図る。

（3「政府関係傘融機関を通じた中小企業に対する円滑な資金供給を促進しているところで

あり、この。ため必要な国民金融公庫、環境衛生金融公庫に対する財政投融資計画め追加

（国民金融螢庫500億円、環境衛生金融公庫175億円）を3月26日に決定した。

（4）需要の著しい減少等がみられる業種に廟する中小企業者の担保力・信用力の不足を哺
／一

完するため、中小企業借用保険法に基づく倒産関連保証の対象業種を追加する。

（5）資金調達力が弱く、設備の選定等についても専門的知識、ン技術を有しない小規模企業

者に対する設備近代化鱒与の貸与姐料（割賦手数料）及びり「ス料率の引下げを図る。

㈲　地域における内需の振興めためく中小企業事業団の高度化融資に係る工場団地、卸団

地の建設等を前倒しして実施するとともに、その円滑な執行を図るため、都道府県にお

いても必要な措置を辞ずるよう要請する。

（7）地域的な要因により、売上げの減少等経営の安定に支障を生じている中小企業者に対

する経営安定対策貸付の積極的な活用を図る。

2．下請中小企業対策、r官公需対策等

川　親企業の下請中小企鄭こ対する不当なしわ寄せを防止するため、昨年12月13日及

び本年2月27日、親事業者に対し七、指導，したととろであり、．検査の重点化を図る等、

今後とも下請代金支払轟延等防止法の準正な運用を図る。

（2）下請中小企業の受注械会の確保を図るため、親事業者に対し下請企要振興協会への登

録促進等を要請し、下請企業振興協会を通じた下請取引の梯動的、・広域的なあっせんに
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努める。

（3）公共事業における中小企業の受注機会の増大を図るとともに、都道府県に対しても同

様の配慮を要請する。

3．その他

中小企業施策の一層の普及を図るとともに、．．中小企業庁、各遍商産業局に相談窓口を設

置するほか、各都道府県においても同様の措置を講ずるよう要請する。

また、「中小企業における労働力の確保のための雇用管理の改善の促進に関する法律」

に基づく各種支援措置の迅速かつ積極的な活用を図る。

Ⅵ．資金調達環境の整備

1．証券取引制度改革等の推進 ．一一ヽ

先般、①金融・証券市場における取引の公正性、透明性を確保することにより、投資家

の信頼を回復し、市場の活性化を図る観点から、証券取引等監痩委員会の設置等を内容と

する関係法案を、．②金融・証券市場における競争を促進し、企業の資金調達考円滑にする

等の見地から金融・証券取引制度の包括的改革を内容とする関係法案を、それぞれ国会に

提出したところであり、その早期成立を期する。

2．社債市場

企業の資金調達を円滑化する観点から、社債発行限度規制の撤廃・受託制度の見直し等

のための社債関連法改正に向けての検討を促進するなど、社債市場におけ．る諸規制、諸慣

行の見直し、撤廃を図る。

3．株式市場

株式市場の活性化を図るため、これまで種々の措置を講じてきたところであるが、引き

続き、魅力的な株式市場の構築のため、企業の配当政策の見直しについて要請するととも

に、大口投資家向け株式投資信託の設定を推進する。

また、自社株保有に関する規制のあり方について、商法との関係も含め幅広い観点から
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検討する。

Ⅶ．金融政策の梯動的運営

・．内外経済動向及び国際通貨情勢等を注視しつつ、．金融政策の適切かつ機動的な運営を図

る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－

●

●
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